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第１章 調査概要 

 

１．調査目的 

（１）圏央道青梅インターチェンジ活用調査の目的 

首都圏中央連絡自動車道（以下、圏央道と表記）の整備が進む中、各インターチェンジ（以

下、IC と表記）周辺地域では工業団地の整備や物流・商業施設の立地が活性化しており、青梅

IC 周辺地域においても立地の優位性を活用した土地利用や企業立地が期待される。一方で、圏

央道 IC 周辺地域間では、産業立地促進に向けた競争も激しくなることが予測され、青梅 IC 周

辺地域においても企業誘致に向けた差別化を図っていくことが必要となっている。そこで、圏

央道開通による立地環境の変化として、青梅 IC が地域産業に与えるメリットを把握し、今後の

産業振興の推進に資することを目的とする。 
 

（２）平成 28 年度及び平成 29 年度の取組概要 

「圏央道青梅インターチェンジ活用による産業効果研究会」（以下、当研究会と表記）では、

平成 28 年度～平成 29 年度にかけて、青梅 IC が産業に与えるメリットや当該地域を取り巻く

環境等を把握するため、下記のとおり調査を実施した。 

平成 28 年度は、企業アンケート及びヒアリング調査や専門家や開発業者へのヒアリング調査

を通じて、調査対象圏域の工業集積の現況及び青梅 IC 周辺地域に立地する優位性や魅力、立地

上の課題点を分析した。平成 29 年度は、青梅 IC 周辺地域の現況を把握するため、圏央道の IC

周辺地域（東京都、埼玉県、神奈川県）における企業立地や開発動向を調査するとともに、IC

が立地する自治体の企業誘致施策の整理を行い、圏央道 IC 周辺地域における企業立地に関する

動向を把握した。また、青梅市、羽村市、瑞穂町（以下、2 市 1 町と表記）における未利用地

の調査や先進事例調査の実施、企業誘致施策に関する研究会の開催を行い、青梅 IC を活用した

産業振興に向けて 2 市 1 町が連携して推進すべき事業について検討を行った。 
 
（３）平成 30 年度調査の目的 

 平成 28 年度及び平成 29 年度の調査・検討を踏まえて、平成 30 年度調査は、既存事業所の

転出の抑止力と新たな企業誘致に向けた魅力を創出し産業の活性化を図るために、今後 2 市 1

町で取組む連携事業の推進に資することを目的とする。 

 

２．調査主体 

調査の実施主体は、青梅 IC 近隣に位置する青梅市・羽村市・瑞穂町が、相互連携のもと青梅

IC を活用した産業振興を図っていくため設立した「圏央道青梅インターチェンジ活用による産業

効果研究会」である。 

 

３．取組内容 

（１）パイロット事業 

 今後 2 市 1 町で取組む連携事業の検討・推進に向けて下記のパイロット事業を行った。 

①産業集積地および立地企業の情報発信・ＰＲ事業（展示会出展支援） 
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   ②既存事業所の転出抑止・ネットワークづくり（2 市 1 町企業交流会） 

③未利用地調査活用の仕組み検討 
 

（２）研究会・部会の開催 

 平成 30 年度の連携事業を推進するために、下記のとおり研究会及び部会を開催した。具体的

な連携事業を推進していく上で、2 市 1 町の商工会議所・商工会との連携が重要となってくる

ことから、第 2 回、第 3 回、第 6 回の部会に、青梅市、羽村市、瑞穂町に加えて、青梅商工会

議所、羽村市商工会、瑞穂町商工会からの参加を得て事業の企画、検討、実施を行った。 

【研究会】 

回 日時 場所 議題 

第 1 回 
平成 30 年 
5 月 8 日（火） 
14:00～15:15 

瑞穂町役場仮庁
舎会議室 

1．平成 28・29 年度活動内容報告 
2．平成 30 年度活用内容 

第 2 回 
平成 30 年 
10 月 16 日（火） 
20:30～21:00 

羽村市生涯学習
センターゆとろ
ぎ 

1．平成 30 年度上半期活動内容報告 
2．平成 31 年度多摩・島しょ広域連携活動助成

金について 

第 3 回 
平成 31 年 
2 月 20 日（水） 
15:30～16:35 

瑞穂町 
スカイホール 
2 階会議室 

1．平成 30 年度活動内容報告について 
2．平成 28～30 年度活動報告について 
3．次年度以降の活用について 
4．報告書について 

【部 会】 

回 日時 場所 議題 

第 1 回 
平成 30 年 
6 月 20 日（水） 
10:00～11:15 

瑞穂町役場仮庁
舎会議室 

1．産業交流展出展について 
2．2 市 1 町企業交流会について 
3．PR パンフレット制作について 

第 2 回 
平成 30 年 
7 月 23 日（月） 
10:00～12:00 

瑞穂町商工会 
2 階会議室 

1．2 市 1 町企業交流会について 
2．産業交流展出展について 
3．PR パンフレット制作について 

第 3 回 
平成 30 年 
8 月 23 日（木） 
15:00～17:00 

瑞穂町商工会 
2 階会議室 

1．2 市 1 町企業交流会について 
2．産業交流展出展について 
3．PR パンフレット制作について 
4．未利用地調査活用の仕組みづくりについて 

第 4 回 

平成 30 年 
9 月 27 日（木） 
15:00～18:00 
 

羽村市産業福祉
センター  
電脳会議室 

1．2 市 1 町企業交流会について 
2．産業交流展出展について 
3．PR パンフレット制作について 
4．未利用地調査活用の仕組みづくりについて 

17:00～18:00 2 市 1 町企業交流会会場（羽
村市生涯学習センターゆとろぎ レセプショ
ンホール）下見 

第 5 回 
平成 30 年 
10 月 26 日（金） 
14:00～16:00 

羽村市役所  
西分室談話室 

1．2 市 1 町企業交流会について 
   (実施結果報告) 
2．産業交流展出展について 
3．PR パンフレット制作について 

第 6 回 
平成 30 年 
12 月 20 日（木） 
14:00～15:30 

瑞穂町役場仮庁
舎 2 階会議室 

1．2 市 1 町企業交流会会計報告 
2．産業交流展 2018 出展報告 
3．未利用地調査活用の仕組みづくりについて 
4．次年度以降の活動について 

第 7 回 
平成 31 年 
1 月 31 日（木） 
10:00～11:20 

瑞穂町役場仮庁
舎 2 階会議室 

1．平成 30 年度活動内容報告について 
2．次年度以降の活動について 
3．報告書について 
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第２章 産業集積地および立地企業の情報発信・ＰＲ事業（展示会出展支援） 

 

１．実施目的 

 「圏央道青梅インターチェンジ活用による産業効果研究会」として、高い集客力を有する展示

会に出展し、産業集積地及び立地企業の情報発信や PR 活動を行うとともに、既存事業所の転出

の抑止力の向上に向けた、圏内の立地企業における事業展開支援として、圏内企業の展示会出展

支援を行う。 

いずれにおいても、2 市 1 町が連携して出展することにより高まる情報発信力を活用し、出展

効果を高める。 

 

２．出展展示会 

 「産業交流展 2018」 

主  催：産業交流展 2018 実行委員会（東京都、東京商工会議所、東京都商工会議所連合

会、東京都商工会連合会、東京都中小企業団体中央会、(株)東京ビッグサイト、(公

財)東京都中小企業振興公社、(地独)東京都立産業技術研究センター） 

会  期：平成 30 年 11 月 14 日（水）・15 日（木）・16 日（金） 

開催時間：10：00－18：00（最終日のみ 17：00 終了）  

会  場：東京ビッグサイト 東 4・5・6 ホール 

 

 

３．当研究会における出展内容・取組み 

当研究会の出展ブースは、4 小間を一つのスペースとして、出展企業のパネルデザインを統

一するなど一体感のある設営を行い、下記の取組みを実施した。 

①当該地域の立地魅力を紹介するパネル展示や立地に関する情報提供 

②当該地域を代表するものづくり中小企業 5 社の保有技術や製品の紹介と販路開拓支援 

 

４．出展企業 

（１）出展企業の選出方法 

2 市 1 町の担当部署及び各商工会議所・商工会が、連携事業として展示会出展することが有

効と考えられる圏内企業で、当展示会出展を希望する企業をそれぞれ 1～2 社を選出した。 

 

（２）出展企業 

No 企業名 所在市町 

1 株式会社アカツキプレシジョン 青梅市 

2 有限会社 上原技研 青梅市 

3 株式会社イチカワ 羽村市 

4 鉄道車輛工業株式会社 瑞穂町 

5 株式会社田村歯車工業 瑞穂町 
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５．出展内容 

（１）出展ブース 

【4 小間＆角 3（タテ 5.94m、ヨコ 5.94m）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ブース１ 

鉄道車輛工業株式会社 

ブース５ 

株式会社アカツキプレ

シジョン 

ブース 2 

有限会社上原技研 

ブース４ 

田村歯車工業株式会社 

ブース３ 

株式会社イチカワ 

平面図 

展示台：990 ㎜×1980 ㎜×800 ㎜ 

「圏央道青梅インターチェン

ジ活用による産業効果研

究会」紹介コーナー 

商談スペース 

立面図 
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（２）展示パネル 

研究会紹介展示パネル（サイズＡ１フルカラー２枚） 

 
  



7 
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（３）配布パンフレット 

 展示会出展を機に当研究会の情報発信ツールとしてパンフレット（A4 版、見開き 4 頁、フル

カラー）を 3,000 部作成し、うち一部を産業交流展 2018 の出展ブースにて配布した。残部は、

当研究会における情報発信に活用する。また、青梅 IC のインターチェンジ番号が「44」であ

ることから、当該地域を「エリア 44」と称して、地域産業の活性化や情報発信を図っていくこ

とを決定した。 

【パンフレット表紙】 

     

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２頁】 
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【３頁】 

 【４頁】 
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（４）出展企業の出展製品及び展示パネル（800 ㎝×1940 ㎝） 
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６．実施結果 

（１）「産業交流展 2018」の来場者数 

「産業交流展 2018」の来場者数は 14,221 名、のべ来場者数は 40,996 名である。昨年度と比較

して、来場者数は約 1.5 倍の増加、のべ来場者数は約 1/3 減少している。 

 

日付 天気 来場者数 のべ来場者数 
産業交流展 2017 

来場者数 のべ来場者数

11 月 14 日 
（水） 晴れ 4,270 12,589 3,219 19,224

11 月 15 日 
（木） 晴れ 5,482 14,492 3,056 20,692

11 月 16 日 
（金） 晴れ 4,469 13,915 3,148 19,921

合計 14,221 40,996 9,423 59,837

 

（２）出展者商談状況報告 

１）全体集計 

当研究会出展企業のブースへの来場者数は下表のとおりで、3 日間で 444 件の商談や製品紹介

等を行った。うち、「見積もり依頼/試作品の発注を受けた」案件が 10 件、「展示会後のコンタク

トにつながった」案件が 49 件と合わせて 59 件の販路開拓につながった。 

Ａ．来場者数 

 
Ｂ．名刺交換 

 
 

 
 

２）各企業別状況 

 

 

  

11月14日 11月15日 11月16日 小計
◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。 1 1 8 10
○：展示会後のコンタクトにつながった。 12 9 28 49
小計① 13 10 36 59

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。 44 49 22 115
×：ターゲット対象外 24 27 19 70
小計② 68 76 41 185
　　合計①+② 81 86 77 244

11月14日 11月15日 11月16日 小計
名刺交換③ 37 89 74 200

1 3 1 0
59

14 12
0

14
19

35

3

38

20

7

48

3 0
12

22

96

11
21

50

0

20

40

60

80

100

120

田村歯車 鉄道車輛 アカツキ 上原技研 イチカワ

（件）

◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。

○：展示会後のコンタクトにつながった。

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。

×：ターゲット対象外

名刺交換

11月14日 11月15日 11月16日 小計
日計①+②+③ 118 175 151 444
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 ①株式会社田村歯車工業  

 

 

 ②鉄道車輛工業株式会社  

 

 

 ③株式会社アカツキプレシジョン  

 

 

 

 

A．来場者数
11月14日 11月15日 11月16日 小計

◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。 0 1 0 1
○：展示会後のコンタクトにつながった。 2 1 6 9
小計① 2 2 6 10

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。 10 7 2 19
×：ターゲット対象外 0 5 2 7
小計② 10 12 4 26
　　合計①+② 12 14 10 36

Ｂ．名刺交換
名刺交換③ 0 12 10 22

日計①+②+③ 12 26 20 58

A．来場者数
11月14日 11月15日 11月16日 小計

◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。 0 0 3 3
○：展示会後のコンタクトにつながった。 4 5 5 14
小計① 4 5 8 17

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。 10 15 10 35
×：ターゲット対象外 18 20 10 48
小計② 28 35 20 83
　　合計①+② 32 40 28 100

Ｂ．名刺交換
名刺交換③ 36 40 20 96

日計①+②+③ 68 80 48 196

A．来場者数
11月14日 11月15日 11月16日 小計

◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。 1 - 0 1
○：展示会後のコンタクトにつながった。 5 - 7 12
小計① 6 - 7 13

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。 2 - 1 3
×：ターゲット対象外 1 - 2 3
小計② 3 - 3 6
　　合計①+② 9 - 10 19

Ｂ．名刺交換
名刺交換③ 1 - 10 11

日計①+②+③ 10 - 20 30
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 ④有限会社上原技研  

 
 

 ⑤株式会社イチカワ  

 
 

７．出展企業アンケート結果 

当研究会の出展企業にアンケートを行った結果、「産業交流展 2018」への出展の動機・目的

では、「新しい販路を探す」「自社の商品・サービスのマーケティング、市場調査」等が挙がっ

た。自社の基幹事業ではない新開発製品の展示等により、新たな事業の販路開拓や、これまで

大規模な展示会への出展経験がない企業の出展機会の創出につながった。出展効果については、

5 社中 4 社が「とても効果があった」もしくは「やや効果があった」と回答しており、出展企

業からも概ね評価を得た。 

 

Ｑ１．「産業交流展 2018」に出展された動機・目的についてお聞きします。 

（最も当てはまるものに○） 

 

A．来場者数
11月14日 11月15日 11月16日 小計

◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。 0 0 0 0
○：展示会後のコンタクトにつながった。 0 0 0 0
小計① 0 0 0 0

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。 17 17 4 38
×：ターゲット対象外 0 0 0 0
小計② 17 17 4 38
　　合計①+② 17 17 4 38

Ｂ．名刺交換
名刺交換③ 0 17 4 21

日計①+②+③ 17 34 8 59

A．来場者数
11月14日 11月15日 11月16日 小計

◎：見積依頼／試作品の発注を受けた。 0 0 5 5
○：展示会後のコンタクトにつながった。 1 3 10 14
小計① 1 3 15 19

△：製品／技術の説明を行ったが、商談には進まなかった。 5 10 5 20
×：ターゲット対象外 5 2 5 12
小計② 10 12 10 32
　　合計①+② 11 15 25 51

Ｂ．名刺交換
名刺交換③ 0 20 30 50

日計①+②+③ 11 35 55 101

回答数

１．新しい販路を探す 2
２．自社の代理店になってくれる先を探す 0
３．製品のＰＲ 1
４．自社の商品・サービスのマーケティング、市場調査 2
５．既存取引先との関係強化 0
６．大規模な展示会への出展 1
７．出展費用負担が少ない 1
８．その他 0

　　計 7
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 Ｑ２．出展前に集客に向けた取組みについてお聞きします。（当てはまるものすべてに○） 

 

 

Ｑ３．出展の効果についてお聞きします。（設問ごとに、あてはまるもの 1つに○） 

①具体的な販路の開拓（リード（今後の手がかり）を含む） 

 

 

 

  

１．新しい販路を探す, 2

２．自社の代理店に

なってくれる先を探す, 
0

３．製品のＰＲ, 1４．自社の商品・サービスの

マーケティング、市場調査, 2

５．既存取引先との関係

強化, 0

６．大規模な展示会への

出展, 1

７．出展費用負担が少ない, 1
８．その他, 0

回答数

１．集客方法の検討 0
２．顧客へ招待状の発送　 0
３． 顧客へ案内メールを送付 1
４．ホームページで出展告知 1
５．その他 0
６．特に取り組んでいない 3

　　計 5

１．集客方法の検討, 0 ２．顧客へ招待状の発送 , 
0

３． 顧客へ案内メールを

送付, 1

４．ホームページで出

展告知, 1

５．その他, 0

６．特に取り組んでいない, 
3

回答数

１．とても効果があった　 1
２．やや効果があった　 3
３．どちらでもない　 1
４．あまり効果がなかった　 0
５．まったく効果がなかった 0

　　計 5

１．とても効果があった , 
1

２．やや効果があった , 3

３．どちらでもない , 1

４．あまり効果がなかった , 0

５．まったく効果がなかった, 0
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②間接的な効果（市場・ユーザーのニーズ把握、等） 

 

 

 

③圏央道青梅 IC 活用による産業効果研究会による共同出展について 

 

 

Ｑ４．出展の感想をご自由にお書きください。 

・対象業種が広すぎて、弊社対象業者の来場が少なかった。 

・自社の分析に役立ちました。 

 
Ｑ５．共同出展における改善点がありましたら、ご自由にお書きください。 

・特にありません。パネル制作を請け負って頂けると助かります。 

・看板の位置が高すぎたかもしれません。 
 
その他、当研究会に対してご意見がございましたらお聞かせください。 

なし 

回答数

１．とても効果があった　 1
２．やや効果があった　 2
３．どちらでもない　 1
４．あまり効果がなかった　 1
５．まったく効果がなかった 0

　　計 5

１．とても効果があった , 
1

２．やや効果があった , 2

３．どちらでもない , 1

４．あまり効果がなかった , 
1

５．まったく効果がなかった, 0

回答数

１．とても効果があった　 1
２．やや効果があった　 2
３．どちらでもない　 2
４．あまり効果がなかった　 0
５．まったく効果がなかった 0

　　計 5

１．とても効果があった , 1

２．やや効果があった , 
2

３．どちらでもない , 2

４．あまり効果がなかった , 0

５．まったく効果がなかった, 0
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第３章 既存事業所の転出抑止・ネットワークづくり（２市１町企業交流会） 

 

１．実施目的 

 既存事業所の転出の抑止力向上に向けた、圏内の立地企業における事業展開支援として、企業

交流会を開催し、参加企業が人的交流や情報交換、ビジネスチャンス拡大の場として活用を図る

ことを目的とする。2 市 1 町が連携して開催することにより、参加者の増加やビジネス取引案件

の創出等の実施効果が高まることが期待され、産業集積の魅力の向上につなげる。 

 

２．交流会概要 

日  時：平成 30 年 10 月 16 日（火）18:00～20：00   

会  場：羽村市生涯学習センターゆとろぎ レセプションホール  

講  師：千野俊猛氏（国立大学法人電気通信大学特任教授、日刊工業新聞社顧問、「100 年

経営の会」理事長） 

    【講師プロフィール】 

昭和 21 年生まれ。早稲田大学第一法学部卒業。昭和 46 年に日刊工業新聞に入社

し，編集記者として約 30 年間取材活動に携わる。 

平成 14 年に同社取締役編集局長、翌平成 15 年に代表取締役社長に就任。 

平成 22 年 10 月に代表取締役社長を退任、同社相談役を経て平成 23 年４月に同

社顧問に就任。平成 30 年 6 月末退任。 

平成 23 年 4 月、国立大学法人電気通信大学の特任教授就任、現在に至る。 

平成 27 年 6 月から株式会社アマダ社外取締役、現在に至る。 

 

プログラム：開 会 

第 1 部（18:00～18:40） 

         講 演 講 師：千野俊猛氏 

演 題：AI・IoT 時代の企業経営 

休 憩（18:40～18:50） 

第 2 部（18:50～20:00） 

         全体交流会 名刺交換・懇談 

希望企業者による企業紹介（１社 3 分・2 社） 

閉 会 

 

３．参加者数 

  第 1 部 講演会   52 名（企業等）・事務局 

  第 2 部 全体交流会 49 名（企業等）・事務局  
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【２市１町企業交流会の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

           講 演 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              全体交流会 

 

 

 

 

 

 

 

 

           全体交流会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           希望企業による企業紹介 
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４．参加者アンケート結果 

実 施 日：平成 30 年 10 月 16 日 18:00～20:00 

会  場：羽村市生涯学習センターゆとろぎ レセプションホール  

調査対象：「2 市 1 町企業交流会」参加企業 

調査方法：会場にて配布・回収 

回 答 数：20 件 

 

 講演会は「参考になった」が 95％、全体交流会は「満足」が 70％の回答を得た。「今後の参加

意向」についても「参加したい」が 90％を占めた。 

 「現在抱えている問題・課題」では、「販路開拓」「人材育成」「生産性の向上」が上位に挙がっ

ている。 

 当研究会に対して希望する事業としては、「セミナー・講演会の開催」「圏域内の企業情報の提

供」「企業交流会の開催」等が望まれている。 

 

【回答者について】 

①業種（ｎ=20）             ②職種（ｎ=20） 

                    

 

③年齢（ｎ=20） 

 

  

製造業

40.0%

金融機関

25.0%

コンサルタント

10.0%

無回答

25.0%

30代以下

30.0%

40代

25.0%

50代

15.0%

60代

20.0%

70代以上

0.0%

無回答

10.0%

経営者

45.0%

技術職

10.0%事務職

0.0%

企画職

10.0%

営業職

25.0%

個人事業者

0.0%

無回答

10.0%



19 

Ｑ１ 本日の企業交流会について、お答えください。 

 ①第１部 講演会（ｎ=20） 

（講師：千野俊猛氏 演題：AI・IoT 時代の企業経営） 

 

 

   ②第２部 全体交流会（ｎ=20） 

 

 

Ｑ２．今後も、当企業交流会にご参加いただけますか。（ｎ=20） 

 

 

  

とても参考に

なった

60.0%
やや参考になった

35.0%

どちらでもない

5.0%

あまり参考にな

らなかった

0.0%

まったく参考に

ならなかった

0.0% 無回答

0.0%

とても満足

50.0%

やや満足

20.0%

どちらでもない

15.0%

やや不満

0.0%

不満

0.0%

無回答

15.0%

ぜひ参加したい

40.0%

予定があえば参

加したい

50.0%

どちらでもない

10.0%

あまり参加したく

ない

0.0%

参加したくない

0.0% 無回答

0.0%
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Ｑ３．今後、当研究会が開催します講演会・セミナーについて、希望されるテーマがあればお

書きください。 

意見 業種 

IOT、AI の事例を紹介して下さい 製造業 

製造業の発展に必要なことなどの大きな視点からのセミナー 製造業 

販路の開拓方法について - 

圏央道による産業の活性化 コンサルタント 

企業間連携の実例 コンサルティング 

 

Ｑ４．貴事業所が現在抱えておられる問題・課題についてお教え願います。 

（最も当てはまるもの 3 つまでに〇）（ｎ=20） 

 

 

【製造業のみ（ｎ=8）】 

 

 

 

40.0

15.0

10.0

35.0

5.0

5.0

5.0

25.0

40.0

0.0

5.0

0.0

5.0

10.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

販路開拓

技術の向上

製品開発

生産性の向上

外注先の確保

情報通信技術の活用

海外取引

人材確保

人材育成

事業承継

設備投資

資金調達

その他

無回答

25.0

25.0

0.0

62.5

12.5

12.5

12.5

50.0

37.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

販路開拓

技術の向上

製品開発

生産性の向上

外注先の確保

情報通信技術の活用

海外取引

人材確保

人材育成

事業承継

設備投資

資金調達

その他

無回答
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Ｑ５．当研究会に希望される事業についてお教え願います。（当てはまるものすべてに○） 

 

【その他】 

・行政の産業振興の状況、特に工業系（コンサルタント） 

 

【製造業のみ（ｎ=８）】 

 

 

その他、当研究会に対してご意見がございましたらお聞かせください。 

なし 

 

  

30.0

50.0

40.0

15.0

25.0

10.0

20.0

5.0

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企業交流会の開催

セミナー・講演会の開催

圏域内の企業情報の提供

産学連携支援

企業マッチング

共同展示会出展

人材確保支援

その他

無回答

25.0

62.5

25.0

12.5

25.0

12.5

37.5

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

企業交流会の開催

セミナー・講演会の開催

圏域内の企業情報の提供

産学連携支援

企業マッチング

共同展示会出展

人材確保支援

その他

無回答
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第４章 未利用地調査活用の仕組み検討 

  

１．検討目的 

2 市 1 町が連携することで、単独では応えられなかった立地企業の事業所拡張ニーズへの対応

や、新規立地の促進、未利用地の活用を図っていくことを目指して、平成 29 年度調査を通じて作

成した未利用地リスト等の未利用地情報の共有と活用に向けた仕組みを検討し、連携事業の推進

につなげていく。 

 

２．平成 29 年調査概要 

調査対象地域：青梅市：西東京工業団地及び三ツ原工業団地 

羽村市：工業専用地域、工業地域及び準工業地域 

瑞穂町：工業専用地域、工業地域 

  調査手法  ：現地目視調査 

  調査項目  ：下記の 10 項目を設定し調査分類した。 

【分類項目】 

①製造業として使用中、操業中 

②製造業以外の事業用として使用中、操業中 

③住宅として使用中 

④使用中・使用目的不明 

⑤不使用 

⑥不使用で賃貸募集もしくは売却先募集 

⑦使用不明 

⑧駐車場 

⑨更地（借地・売却先募集） 

⑩更地(借地・売却かは不明） 

 

  未利用地リスト：上記の分類項目のうち、⑤不使用、⑥不使用で賃貸募集もしくは売却先募

集、⑦使用不明、⑨更地（借地・売却先募集）、⑩更地(借地・売却かは不

明）の用地に関する住所、用途地域、利用状況に関する情報を掲載。 

調査結果 

 

 

 

 

                                   平成 29 年 10 月現在 

合計
準工業
地域

工業
地域

工業専用
地域

⑤不使用 24 6 13 5

⑥不使用で賃貸もしくは売却先募集 11 3 7 1

⑦使用不明 26 11 14 1

⑨更地（借地・売却先募集） 1 1 0 0

⑩更地(借地・売却かは不明） 84 16 67 1

分類項目

建物有

建物無
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３．未利用地調査活用の仕組み検討 

 当面の取組として、平成 29 年度調査結果を活用し、下記の取組を推進する。 

（１）未利用地リストの更新 

平成 29 年度に作成した未利用地リストを基に、定期的に 2 市 1 町がそれぞれ、リスト内容

の更新を行う。 

（２）未利用地リストの共有化 

当面は、2 市 1 町が各自作成した未利用地リストのデータファイルを交換・共有する。 

（３）2 市 1 町を圏域とした事業者からの問い合わせ対応 

事業者から土地の問い合わせが来た際に、自市・町で該当用地がない場合は、上記の 2 市 1

町の未利用地リストを基に、他の市・町での未利用地の有無を確認し、活用の可能性がある用

地がある場合は、該当自治体を紹介する。 

 

未利用地調査の活用方法（案） 
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③調査圏域内立地事業所アンケート調査

①文献調査 調査圏域を取り巻く環境、立地特性等
の把握 

調査圏域内立地事業所の現況及び現

在所在地・青梅 IC 周辺地域の立地魅

力の把握 

②関連事業者・組織等ヒアリング調査 

青梅 IC が産業に与えるメリットの把握 

①立地のメリット及び商圏範囲の把握 ②青梅 IC 周辺に立地することのメリットの分析

④調査圏域内立地事業所ヒアリング調査 

②2市 1町における未利用地調査 
  ・2市 1町の工業系地域（工業専用地域、工業地域、準工業地域）における未利用地の把

握 

・企業留置及び誘致策の検討   ・来年度（平成 30 年度）の事業案 

①圏央道 IC 周辺地域の動向調査 
・圏央道 IC 周辺地域における立地動向調査(事業所の現況、最近の企業立地動向） 
・圏央道 IC 周辺地域における開発動向調査 
・圏央道 IC 周辺地域における企業誘致施策調査 

③連携事業の検討 
・先進事例視察調査             ・企業誘致施策に関する研究会 
・2市１町における企業立地に係る施策の整理 ・新たな事業所進出の可能性や優位性 

①産業集積地および立地企業の情報発信・ＰＲ事業（展示会出展支援） 

②既存事業所の転出抑止・ネットワークづくり（2市 1町企業交流会） 

③未利用地調査活用の仕組み検討 

今後の展開方針の検討 

【平成 28 年度】 

【平成 29 年度】 

【平成 30 年度】 

第５章 総括 

  

１．これまでの取組概要 
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（１）平成 28 年度調査総括 

 圏央道の整備の進展とともに、青梅 IC 周辺地域においても企業立地の推進が期待される一方

で、圏央道 IC 周辺地域間の競争も激しくなることが予測される中、企業誘致に向けた差別化を

図ることが必要とされていることから、平成 28 年度は、青梅 IC が産業に与えるメリットを把

握し産業振興に活用していくことを目的に、現況を把握するための調査を実施した。当調査で

は、2 市 1 町の工業系の立地企業を対象としたアンケート調査及びヒアリング調査を実施し、

立地企業の現況や立地企業による立地環境の評価を、産業立地の専門家や開発業者等へのヒア

リング調査を通じて圏央道周辺地域の産業立地動向を把握した。その結果、青梅 IC 周辺地域に

おいては、「圏央道やその他の主要高道路へのアクセスの良さ」をはじめ、「工業系地域におけ

る操業環境の良さ」「製造業集積地における取引がしやすい点」「東京ブランド力」「従業員の通

勤環境・住環境の良さ」等が立地メリットとなっている一方で、「大規模・一定規模以上の用地

が不足」「高い土地価格」「準工業地域における操業環境の維持」「人材確保」等の立地推進上の

課題点も浮き彫りとなった。 

 

（２）平成 29 年度調査総括 

 平成 28 年度の調査では、青梅 IC 周辺地域は高い立地メリットを有していることが明らかに

なったが、一方では企業立地促進においては圏央道 IC がある地域間での競争環境下に置かれて

いる。そこで、平成 29 年度は、周辺地域の現況を把握するために圏央道 IC がある自治体（東

京都・埼玉県・神奈川県の 18 市 4 町）における企業立地動向と立地支援策を整理・把握した。

その結果、圏央道 IC 周辺地域の立地動向については、物流施設を中心に立地が進展しており、

特に、最近に開発された一定規模以上の工業団地では立地が進む中、工業団地においても空地

は少なく、全体的に、立地ニーズがあるものの用地が不足している傾向が見られた。   

しかしながら一方で、今後予定されている工業用地の開発案件が複数ある中、用地が充足し

ていく可能性もあり、競争環境が強まる可能性も考えられる。 

各自治体における立地支援策は、隣接する埼玉県では企業誘致施策「チャンスメーカー埼玉」

の推進とともに、圏央道沿道地域で、市街化調整区域の編入を踏まえた開発による産業用地の

創出も進められており、神奈川県では、成長産業分野の集積を目指した方向性を打ち出し、企

業誘致策の「セレクト神奈川 100」の推進やインターチェンジ周辺の幹線道路沿道及びその他

幹線道路沿道での市街化調整区域の編入を踏まえた土地利用の推進、土地利用について県独自

の規制緩和を行っている事例等が見られた。また、この 2 県の各市町では企業誘致施策として、

企業立地奨励金や固定資産税等の軽減、雇用奨励金等の他に、産業系用地の保全、企業立地マ

ッチング等が取組まれていた。 

 次に、平成 28 年度調査を通じて、2 市 1 町では大規模・一定規模以上の用地が不足している

ことが明らかとなったが、その実態を把握するために、2 市 1 町の未利用地の実態調査を実施

した。その結果、やはり当該地域ではまとまった未利用地がほとんどないことが明らかとなり、

企業誘致策においても圏央道 IC 周辺地域の中で優位性は高くない上に、新たに企業を誘致でき

る用地が不足していることが明らかとなった。 

 これらの現況を踏まえて、2 市 1 町における産業振興のあり方の検討に向けて、企業立地の

専門家を招いて「企業誘致策に関する研究会」を開催し、青梅 IC を活用した産業振興の方向性
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検討の参考とした。専門家からは、全国的に事業所数が減少し、工場の撤退が増加している中、

産業振興の目標や地域のビジョンを明らかにし、その方向性に基づいた地域経済の分析と資源

配分（優先順位）定めることが重要であり、青梅 IC 周辺地域においては、集積を図る業種とし

て、物流、食品産業、航空機産業、次世代自動車部品等が考えられ、誘致できる用地が不足し

ている中では、既存中小企業の高度化を図るなど、域内企業の留置施策を推進するとともに、

大手企業の工場跡地や未利用地を活用した、土地活用を図っていくことが提案された。 

 

【「企業誘致策に関する研究会」において提案された青梅 IC 周辺地域における産業振興の方向性】 

 ●企業誘致型集積を図る業種の検討（物流、食品産業、航空機産業、次世代自動車部品） 

 ●中小企業の高度化、開発支援（域内中小企業の高度化、ベンチャー企業、第 2 創業支援） 

 ●域内企業の留置作戦の展開（常に企業と接触し要望を聞き対応） 

 ●産業用地として工場跡地を活用（跡地活用を希望する企業は比較的多く、そのための情報を

的確に提供する仕組みを確立） 

 

（３）平成 30 年度調査総括 

 平成 29 年度に実施した連携事業の検討を踏まえて、さらに連携事業のあり方を検討するとと

もに、連携事業の推進に向けた取組みとして、当報告書の第 2～4 章で紹介したパイロット事業

を実施するとともに、研究会・部会において今後の連携活動について検討を行った。 

 

（４）事業の成果 

 平成 28 年度から 3 年間に渡って調査・事業に取り組んだ成果として、青梅 IC 周辺地域の立

地環境としての強みや課題、立地企業の現況が広域的に把握でき、新たなデータの作成につな

がったこと、今後の産業振興策の検討への活用も期待できる点が挙げられる。また、2 市 1 町

の自治体の担当部署の職員間や商工会議所・商工会とのネットワークができ、2 市 1 町で連携

し、産業振興を図っていく礎が構築できた。 

 

２．２市１町で取組む連携事業の方向性 

 平成 28 年度から 3 年間に渡って実施した調査・事業の結果を踏まえて、2 市 1 町が連携して、

効果的かつ競争力を持った地域産業振興に係る事業を展開していくために、連携のメリットを整

理し、その方向性や連携のあり方を検討した。 

（１）連携のメリット 

2 市 1 町が連携することによりスケールメリットが生み出される点等が挙げられる。 

１）情報発信力の向上 

企業誘致に向けた情報発信の際、2 市 1 町の産業集積や魅力を発信できること、また域内企

業の PR 活動においても、多様な企業の紹介ができることにより、情報発信力が高まる。 

特に、2 市 1 町において企業を誘致できる産業用地や建物が少ない中、連携することにより

紹介できる産業用地や建物の件数が増え、企業誘致活動が取組みやすくなる。また、誘致でき

る用地や建物がない場合も、企業誘致や情報発信活動ができ、企業のニーズや動向等の情報が

収集しやすくなる。  
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２）産業集積の維持・発展 

連携することにより、産業集積の圏域が広がり、同一の経済圏として一体となった産業振興

を図っていくことができる。また、域内の取引や雇用等における産業振興の効果を広域的に捉

えることができる。 

 ３）域内企業支援事業の充実 

これまで 2 市 1 町が個々に実施してきた立地企業向けの交流会や講習会等を連携して実施す

ることにより、参加企業数の増加が見込まれる。企業にとっては、参加企業が増加することに

より、ビジネスチャンスが増え、企業間のネットワークも広域化することが期待できる。参加

するメリットが高まることから、さらに参加企業が増加するといった好循環の創出が期待でき

る。平成 30 年度に実施した 2 市 1 町企業交流会の参加企業アンケート結果においても、「セミ

ナー・講演会の開催」「圏域内の企業情報の提供」「企業交流会の開催」等が当研究会の事業と

して希望されていた。 

４）施策・事業の実施効果の向上 

連携することにより、参加企業数の増加やマッチング数の増加が図られ、単独で施策・事業

を実施するよりも実施効果が向上することが期待できる。 

５）業務の効率化 

2 市 1 町における類似の事業を連携して実施することにより、業務が分担できる等、相互に

業務の効率化が図れることが期待できる。 

 

（２）方向性の検討 

上記の連携メリットを活かしつつ、2 市 1 町が連携して取り組む事業の方向性として、未利

用地や大企業の移転等により生じる工場跡地を活用した企業誘致を図っていくとともに、立地

魅力や操業環境の向上により立地企業の事業継続を図っていくことや、高付加価値型企業集積

の形成に向けて立地企業の高度化や第 2 創業の支援の実施が考えられる。 

 

 【2 市 1 町連携事業の方向性イメージ】 

①企業誘致の促進、未利用地の活用 

  連携事業イメージ： ●産業集積及び立地企業の情報発信・PR 活動 

 ●未利用用地の活用・誘致の促進（空き工場・倉庫情報の提供等）

②立地魅力・操業環境の向上による留置策 

連携事業イメージ： ●立地企業の情報発信・PR 活動（再掲）、展示会への共同出展 

 ●人材確保支援     

 ●事業承継支援 

③立地企業の高度化支援 

  連携事業イメージ： ●事業の高度化支援、技術・製品開発、情報技術活用等への支援 

 ●立地企業向けの研究会、情報交流会・マッチング会・プレゼン会

の開催 
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（３）連携のあり方検討 

一方で、連携事業の課題点としては、誘致案件情報の分担方法や推進体制の構築、合意形成・

意思決定に時間や労力がかかる等が挙げられる。 

これらの連携のメリットや課題点を踏まえて、さらに今後、持続的に 2 市 1 町で連携し事業

展開を図っていくためには、下記の点の検討が必要である。 

１）ビジョンの作成 

当該地域の製造業を中心とした産業集積と経済圏を維持・発展していくために、目指す姿や

方向性を明らかにしたビジョンを作成し、共有するとともにビジョンを実現するための戦術・

方策の検討、またビジョンに基づいた情報発信活動の推進を図っていくことが必要である。 

２）段階的展開 

共有するビジョンの実現に向けて、連携による取組を段階的に進めていくことが必要である。 

３）推進体制の構築 

連携事業を継続的に推進していくための推進体制や事業の運営方法を構築していくことが必

要となる。連携事業を実施するに当たって、大きく 2 市 1 町が実施している事業を連携して取

り組む場合と、新規事業として取り組む場合に分けられるが、それぞれの実施方法を検討して

いく必要がある。また、地域の中核企業等の参画を図り、企業が主体となった取組みを促進し

ていくことも重要である。企業の大きな課題となっている人材の育成や確保を図っていくため

に、大学やハローワーク等の関係機関との連携も図っていくことが必要である。 

 

３．今後の展開方針 

当研究会及び部会で行った検討を踏まえて、当研究会の今後の活動方針は下記のとおりとする。

（１）今後の活動方針 

2 市 1 町による連携事業を検討してきた結果、下記のような連携のメリット及び連携効果が

期待されることから、当面の連携による取組みとして企業誘致活動を推進する。 

 

【企業誘致活動における連携のメリット】 

①一体となって産業集積の魅力が発信でき情報発信力が高まる。 

②各自治体において誘致できる用地や建物の案件がない場合でも連携する他市・町の用地や

建物を紹介でき、当該エリアへの企業誘致が図れる。 

 

【企業誘致活動における連携効果】 

①企業誘致を図ることで、地域内取引の増加や産業集積力の向上につながる。 

②地域における雇用が創出される。 

③企業を誘致することで、まちの賑わいとともに、消費力が拡大し商業・サービス業等への

波及効果が生まれる。 
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（２）平成 31 年度以降の取組み 

平成 31 年度以降は、多摩・島しょ広域連携活動助成金が終了することから、2 市 1 町に財政

負担のない形で、下記の取組みについて連携・活動する。 

１）未利用地調査を活用した企業誘致 

 平成 29 年度に当研究会で実施した「2 市 1 町未利用地調査」結果をもとに作成した未利用地

リストの情報の精査及び更新等を行い、未利用地リストの充実を図るとともに、2 市 1 町にお

いて作成した未利用地リストを共有し、2 市 1 町の連携のもとに企業誘致を図る。 

２）企業誘致関係の情報共有 

 各自治体での企業誘致施策、現状や今後の動向等の情報共有を図る。特に、青梅 IC 周辺の土

地利用について、各自治体の動向を共有することで今後の企業誘致活動に生かせるよう連携し

ていく。 
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